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議案第９号 

令和２年度登米市下水道事業会計補正予算（第２号） 

（総則） 

第１条 令和２年度登米市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる｡ 

（業務の予定量） 

第２条 令和２年度登米市下水道事業会計予算（以下「予算」とい

う。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する｡ 

（３）主な建設改良事業 （既決予定額） （補正予定額） （計） 

  ア 管渠整備事業 639,869 千円 △49,000 千円 590,869 千円

  イ 処理場施設整備事業 500,153 千円 △23,930 千円 476,223 千円

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

収     入 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第８款 下水道事業収益 3,962,935 千円 △113,304 千円 3,849,631 千円

第１項 営業収益 810,606 千円 △1,406 千円 809,200 千円

第２項 営業外収益 3,146,285 千円 △108,568 千円 3,037,717 千円

第３項 特別利益 6,044 千円 △3,330 千円 2,714 千円

支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第９款 下水道事業費用 4,048,654 千円 △40,709 千円 4,007,945 千円

第１項 営業費用 3,446,324 千円 △30,317 千円 3,416,007 千円

第２項 営業外費用 429,290 千円 △10,078 千円 419,212 千円

第３項 特別損失 158,040 千円 △314 千円 157,726 千円

第４項 予備費 15,000 千円 0 千円 15,000 千円
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（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 964,850 千円は、当年度

分損益勘定留保資金 786,701 千円、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 62,005 千円」を「不足する額 955,135 千円は、当年

度分損益勘定留保資金 820,095 千円、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額 18,896 千円」に改め、資本的収入及び支出の予定

額を次のとおり補正する。 

収     入 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第１０款 資本的収入 2,412,022 千円 △64,015 千円 2,348,007 千円

第１項 企業債 1,671,400 千円 △104,900 千円 1,566,500 千円

第２項 国・県補助金 360,912 千円 31,500 千円 392,412 千円

第３項 出資金 308,097 千円 △1,242 千円 306,855 千円

第４項 分担金及び負担金 32,342 千円 10,627 千円 42,969 千円

第５項 基金取崩金 39,271 千円 0 千円 39,271 千円

支     出 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

第１１款 資本的支出 3,376,872 千円 △73,730 千円 3,303,142 千円

第１項 建設改良費 1,142,622 千円 △73,730 千円 1,068,892 千円

第２項 企業債償還金 2,184,235 千円 0 千円 2,184,235 千円

第３項 基金積立金 50,015 千円 0 千円 50,015 千円

（債務負担行為） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期

間及び限度額について、次のとおり追加する。 

事   項 期   間 限 度 額 

新年度当初から給付を要す

る当該年度に限る業務の委

託等に関する契約 

令和３年度 

令和３年度当初予算に計

上する当該契約に係る予

算の範囲内 
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（企業債） 

第６条 予算第６条に定めた企業債を次のとおり補正し、起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のように改める。 

起債の 

目的 

補  正  前 補  正  後 

限度額 
起債の 

方法 
利率 

償還の 

方法 
限度額 

起債の 

方法 
利率 

償還の 

方法 
 千円 

証書借入

又は 

証券発行

5.0％以内

(ただし、

利率見直

し方式で

借り入れ

る資金に

つ い て

は、利率

の見直し

を行った

後におい

ては、当

該見直し

後の利率) 

政府資金

について

は、その

融資条件

により、

銀行その

他の場合

にはその

債権者と

協定する

ものによ

る。ただ

し、企業

財政の都

合により

据置期間

及び償還

期間を短

縮し、又

は繰上償

還もしく

は低利に

借換えす

ることが

できる。 

千円    

ア 公共下

水道事業 
1,130,800 1,081,100

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

イ 農業集

落排水事

業 
457,500 421,600

ウ 浄化槽

整備事業 
83,100 63,800

合計 1,671,400 1,566,500

（他会計からの補助金） 

第７条 予算第 10 条に定めた他会計からの補助金「1,666,363 千円」

を「1,610,478 千円」に改める。 

令和３年２月１日提出 

登米市長  熊 谷 盛 廣

-5-



-6-



予算に関する説明書 

                                       ページ 

１．令和２年度登米市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画         

（１）収益的収入及び支出                            ８ 

（２）資本的収入及び支出                           １０ 

２．令和２年度登米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第２号）    １１ 

３．債務負担行為に関する調書                          １２ 

４．令和２年度登米市下水道事業予定損益計算書                  １３ 

５．令和２年度登米市下水道事業予定貸借対照表                  １４ 

６．注記事項                                  １６ 

７．収益的収入及び支出見積書                          １８ 

８．資本的収入及び支出見積書                          ２２ 

９．損益計算書の推移                              ２４ 

１０．貸借対照表の推移                              ２５ 
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（１）収益的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款

3,962,935 △ 113,304 3,849,631

1 営 業 収 益 810,606 △ 1,406 809,200

1 下 水 道 使 用 料 788,582 0 788,582

2 他 会 計 負 担 金 21,581 △ 1,406 20,175

9 そ の 他 営 業 収 益 443 0 443

2 営 業 外 収 益 3,146,285 △ 108,568 3,037,717

1 受取利息及び配当金 35 0 35

3 他 会 計 補 助 金 1,666,363 △ 55,885 1,610,478

5
負 担 金 補 助 金
及 び 補 償 金

7,198 0 7,198

6
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

61,007 △ 49,732 11,275

7 長 期 前 受 金 戻 入 1,407,188 △ 2,951 1,404,237

8 退職給付引当金戻入益 4,494 0 4,494

3 特 別 利 益 6,044 △ 3,330 2,714

9 そ の 他 特 別 利 益 6,044 △ 3,330 2,714

補正予定額既決予定額項 目

８

下

水

道

事

業

収

益

1．令和２年度登米市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

計
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支　　出
（単位：千円）

款

4,048,654 △ 40,709 4,007,945

1 営 業 費 用 3,446,324 △ 30,317 3,416,007

1 管 渠 費 123,318 △ 2,300 121,018

2 ポ ン プ 場 費 11,959 0 11,959

3 処 理 場 費 741,388 △ 22,800 718,588

4
流 域 下 水 道
管 理 運 営 費 負 担 金

23,275 0 23,275

6 業 務 費 65,186 0 65,186

7 総 係 費 98,230 789 99,019

8 減 価 償 却 費 2,358,138 △ 6,006 2,352,132

9 資 産 減 耗 費 24,830 0 24,830

2 営 業 外 費 用 429,290 △ 10,078 419,212

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

429,250 △ 10,078 419,172

3 雑 支 出 40 0 40

3 特 別 損 失 158,040 △ 314 157,726

4 臨 時 損 失 494 △ 314 180

5 過 年 度 損 益 修 正 損 800 0 800

9 そ の 他 特 別 損 失 156,746 0 156,746

4 予 備 費 15,000 0 15,000

1 予 備 費 15,000 0 15,000

補正予定額項 目 既決予定額 計

９

下

水

道

事

業

費

用
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（２）資本的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款

10 2,412,022 △ 64,015 2,348,007

1 企 業 債 1,671,400 △ 104,900 1,566,500

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

1,671,400 △ 104,900 1,566,500

2 国・県補助金 360,912 31,500 392,412

1 国 庫 補 助 金 234,927 12,500 247,427

2 県 補 助 金 125,985 19,000 144,985

3 出 資 金 308,097 △ 1,242 306,855

1 他 会 計 出 資 金 308,097 △ 1,242 306,855

4 分 担 金 及 び 32,342 10,627 42,969

負 担 金 1 分 担 金 15,098 5,323 20,421

2 負 担 金 17,244 5,304 22,548

5 基 金 取 崩 金 39,271 0 39,271

1 基 金 取 崩 金 39,271 0 39,271

支　　出
（単位：千円）

款

11
3,376,872 △ 73,730 3,303,142

1 建 設 改 良 費 1,142,622 △ 73,730 1,068,892

1 管 路 整 備 費 639,869 △ 49,000 590,869

3 処 理 施 設 整 備 費 500,153 △ 23,930 476,223

4
流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

2,600 △ 800 1,800

2 企業債償還金 2,184,235 0 2,184,235

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

2,180,385 0 2,180,385

2 そ の 他 の 企 業 債 3,850 0 3,850

3 基 金 積 立 金 50,015 0 50,015

1 基 金 積 立 金 50,015 0 50,015

資

本

的

支

出

補正予定額

補正予定額 計

項 目 既決予定額

項 目 既決予定額

資

本

的

収

入

計
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 134,236 △ 156,424 △ 22,188

減価償却費 2,358,138 2,352,132 △ 6,006

貸倒引当金の増減額(△は減少) 645 5,709 5,064

退職給付引当金の増減額(△は減少) 142,321 142,321 0

賞与等引当金の増減額(△は減少) 9,228 9,228 0

長期前受金戻入額 △ 1,407,188 △ 1,404,237 2,951

受取利息及び受取配当金 △ 35 △ 35 0

支払利息 429,250 419,172 △ 10,078

固定資産除却損益（△は益） 24,830 24,830 0

未収金の増減額(△は増加) △ 60,318 △ 11,834 48,484

未払金の増減額(△は減少) 30,939 26,921 △ 4,018

その他流動資産の増減額(△は増加) 0 △ 10 △ 10

その他流動負債の増減額(△は減少) 130 140 10

小計 1,393,704 1,407,913 14,209

利息及び配当金の受取額 35 35 0

利息の支払額 △ 429,250 △ 419,172 10,078

業務活動によるキャッシュ・フロー 964,489 988,776 24,287

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,078,901 △ 1,008,508 70,393

無形固定資産の取得による支出 △ 2,364 △ 1,636 728

基金の積立による支出 △ 50,015 △ 50,015 0

基金積立金の取崩による収入 39,271 39,271 0

国・県補助金による収入 345,086 373,722 28,636

分担金及び負担金による収入 32,102 42,582 10,480

未収金の増減額(△は増加) 3,302 102 △ 3,200

未払金の増減額(△は減少) 185,213 186,296 1,083

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 526,306 △ 418,186 108,120

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

1,691,500 1,586,600 △ 104,900

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 2,184,235 △ 2,184,235 0

他会計からの出資による収入 308,097 306,855 △ 1,242

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 184,638 △ 290,780 △ 106,142

　 資金増加額 253,545 279,810 26,265

 　資金期首残高 184,094 184,094 0

　 資金期末残高 437,639 463,904 26,265

２．令和２年度登米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（補正第２号）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

新年度当初から給付を要する当該年度
に限る業務の委託等に関する契約

令和３年度当初予
算に計上する当該
契約に係る予算の
範囲内

－ － 令和３年度 限度額に同じ －

３．債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額
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(単位：千円）
１  営業収益
（１）  下水道使用料 716,894
（２）  他会計負担金 20,175
（３）  その他営業収益 443 737,512

２  営業費用
（１）  管渠費 110,063
（２）  ポンプ場費 10,877
（３）  処理場費 658,983
（４）  流域下水道管理運営費負担金 21,160
（５）  業務費 59,593
（６）  総係費 97,481
（７）  減価償却費 2,352,132
（８）  資産減耗費 24,830 3,335,119

営業利益 △ 2,597,607

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 35
（２）  他会計補助金 1,610,478
（３）  負担金補助金及び補償金 7,198
（４）  長期前受金戻入 1,404,237
（５）  退職給付引当金戻入益 4,494 3,026,442

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 419,172
（２）  雑支出 9,663 428,835 2,597,607

経常利益 0

５  特別利益
（１）  その他特別利益 6,080 6,080

６  特別損失
（１）  臨時損失 5,028
（２）  過年度損益修正損 730
（３）  その他特別損失 156,746 162,504 △ 156,424

７  当年度純利益（△損失） △ 156,424

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） △ 228,528

９  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） △ 384,952

４．令和２年度登米市下水道事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 780,046

イ  建　　　物 1,888,316

  減価償却累計額 △ 60,472 1,827,844

ウ  構　築  物 58,494,291

  減価償却累計額 △ 1,683,951 56,810,340

エ  機械及び装置 5,384,120

  減価償却累計額 △ 591,807 4,792,313

オ  車 両 運 搬 具 255

  減価償却累計額 △ 83 172

カ  工具器具及び備品 5,976

  減価償却累計額 △ 1,405 4,571

キ  建設仮勘定 37,353

 有形固定資産合計 64,252,639

(2) 無形固定資産

ア  施設利用権 365,900

イ  電話加入権 17,496

 無形固定資産合計 383,396

(3) 投資その他の資産

ア  基金 83,506

 投資その他の資産合計 83,506

 固 定 資 産 合 計 64,719,541

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 463,904

(2)  未 収 金 91,975

 貸倒引当金 △ 5,709 86,266

(3)  その他流動資産 10

流 動 資 産 合 計 550,180

資  産  合  計 65,269,721

５．令和２年度登米市下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 71,514

 企業債合計 24,810,766

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 142,321

 引当金合計 142,321

 固 定 負 債 合 計 24,953,087

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 3,903

 企業債合計 2,172,636

(2) 未　払　金 361,410

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 9,228

 引当金合計 9,228

(4) その他流動負債 140

流 動 負 債 合 計 2,543,414

５  繰　延　収　益

 長期前受金 38,643,944

 収益化累計額 △ 1,404,237

 繰延収益合計 37,239,707

負   債   合   計 64,736,208

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 繰入資本金（出資金） 306,855

資  本  金  合  計 306,855

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 29,736

イ  国・県補助金 519,778

ウ  他会計繰入金 44,600

エ  その他資本剰余金 17,496

資 本 剰 余 金 合 計 611,610

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処理欠損金 384,952

利 益 剰 余 金 合 計 △ 384,952

剰   余   金   合   計 226,658

資    本     合     計 533,513

負  債  資  本  合  計 65,269,721

24,739,252

2,168,733
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６．注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

   令和２年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           8年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 50年 

       機械及び装置       6年 ～ 35年 

       車両           4年 

       工具器具及び備品     3年 ～ 5年 

(2) 無形固定資産 定額法 

     ・減価償却の方法   定額法 

       施設利用権        45年 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（156,874 千円）から、宮城県市町

村職員退職手当組合における積立金相当額（14,553 千円）を控除した額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、1,412,702千円である。 
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Ⅲ セグメント情報 

 １ 報告セグメントの概要 

   登米市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事

業、特定地域生活排水処理事業、及び個別排水処理事業を運営していることから、５つの報告

セグメントとしている。 

   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

特定環境保全公共下水道事業 汚水及び雨水処理業務 

農業集落排水事業 汚水及び雨水処理業務 

特定地域生活排水処理事業 汚水処理業務 

個別排水処理事業 汚水処理業務 

 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度 （自 令和２年４月１日  至 令和３年３月31日）   （単位：千円 税抜） 

項目 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業

農業集落
排水事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

営業収益 257,931 221,934 189,645 63,758 4,244 737,512

営業費用 947,351 977,643 1,179,463 207,089 23,573 3,335,119

営業損益 △ 689,420 △ 755,709 △ 989,818 △ 143,331 △ 19,329 △ 2,597,607

経常損益 0 0 0 0 0 0

セグメント資産 21,479,192 20,110,968 22,148,528 1,465,808 65,225 65,269,721

セグメント負債 21,302,454 19,960,672 21,939,725 1,459,102 74,255 64,736,208

その他の項目

　一般会計繰入金

　（収益的収入） 448,056 495,648 530,846 130,820 25,283 1,630,653

　（資本的収入） 163,236 119,386 22,755 0 1,478 306,855

　減価償却費 718,842 715,964 849,131 63,077 5,118 2,352,132

　特別利益 931 4,159 730 241 19 6,080

　特別損失 64,958 45,210 30,108 12,857 9,371 162,504

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額 488,606 205,818 219,833 94,614 1,273 1,010,144
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７．収 益 的 収 入

収　　入

8 下水道事業 3,962,935 △ 113,304 3,849,631
収 益

1 営 業 収 益 810,606 △ 1,406 809,200

2 他会計負担金 21,581 △ 1,406 20,175

2 営 業 外 収 益 3,146,285 △ 108,568 3,037,717

3 他会計補助金 1,666,363 △ 55,885 1,610,478

6 消 費 税 及 び 61,007 △ 49,732 11,275
地 方 消 費 税
還 付 金

7 長 期 前 受 金 1,407,188 △ 2,951 1,404,237
戻 入

3 特 別 利 益 6,044 △ 3,330 2,714

9 そ の 他 6,044 △ 3,330 2,714
特 別 利 益

 支　　出

9 下水道事業 4,048,654 △ 40,709 4,007,945
費 用

1 営 業 費 用 3,446,324 △ 30,317 3,416,007

1 管 渠 費 123,318 △ 2,300 121,018

3 処 理 場 費 741,388 △ 22,800 718,588

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

既決予定額 補正予定額 計款 項 目

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

1 雨水処理負担金 △ 1,406 雨水処理負担金 △ 1,406

1 他 会 計 補 助 金 △ 55,885 他会計補助金 △ 55,885

1 消費税及び地方 △ 49,732 消費税還付金 △ 38,791
消 費 税 還 付 金 地方消費税還付金 △ 10,941

1 長期前受金戻入 △ 2,951 長期前受金戻入 △ 2,951

1 そ の 他 △ 3,330 過年度分消費税還付金 △ 3,330
特 別 利 益

13 光 熱 水 費 △ 700 マンホールポンプ施設電気料 △ 700

15 通 信 運 搬 費 △ 1,600 マンホールポンプ施設通報電話料 △ 1,600

15 通 信 運 搬 費 △ 800 通報装置電話料・郵便料 △ 800

17 委 託 料 △ 11,000 佐沼環境浄化センター維持管理業務等 △ 3,000
豊里浄化センター維持管理業務等 △ 3,000
大関浄化センター維持管理業務等 △ 1,000
津山浄化センター維持管理業務等 △ 1,000
中田地区農業集落排水処理施設維持管理業務等 △ 1,000
米山地区農業集落排水処理施設維持管理業務等 △ 2,000

24 動 力 費 △ 11,000 電力料 △ 11,000

千円

区　　分 金　額
千円

節
説　　明

区　　分
説　　明

節
金　額

千円千円
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既決予定額 補正予定額 計款 項 目

千円 千円 千円

7 総 係 費 98,230 789 99,019

8 減 価 償 却 費 2,358,138 △ 6,006 2,352,132

2 営 業 外 費 用 429,290 △ 10,078 419,212

1 支払利息及び 429,250 △ 10,078 419,172
企業債取扱諸費

3 特 別 損 失 158,040 △ 314 157,726

4 臨 時 損 失 494 △ 314 180
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区　　分
説　　明

節
金　額

千円千円

17 委 託 料 △ 2,070 負担金・使用料賦課地システム移行業務 △ 849
機器管理業務 △ 5
ホームページ保守委託料 △ 193
コンビニ収納委託料 △ 396
下水道事業経営戦略改定業務委託 △ 627

36 補 助 金 △ 2,205 集会施設環境改善事業費補助金 △ 2,205

41 貸 倒 引 当 金 5,064 貸倒引当金繰入額 5,064
繰 入 額

51 有 形 固 定 資 産 △ 5,992 構築物減価償却費 592
減 価 償 却 費 機械及び装置減価償却費 △ 6,557

工具器具及び備品減価償却費 △ 27
52 無 形 固 定 資 産 △ 14 施設利用権減価償却費 △ 14
減 価 償 却 費

1 企 業 債 利 息 △ 10,078 建設事業債利息 △ 10,074
災害復旧事業債利息 △ 4

1 臨 時 損 失 △ 314 汚泥放射能検査 △ 314
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８．資 本 的 収 入

収　　入

10 資本的収入 2,412,022 △ 64,015 2,348,007

1 企 業 債 1,671,400 △ 104,900 1,566,500

1 建設改良費等の 1,671,400 △ 104,900 1,566,500
財源に充てる
ための企業債

2 国・県補助金 360,912 31,500 392,412

1 国 庫 補 助 金 234,927 12,500 247,427

2 県 補 助 金 125,985 19,000 144,985

3 出 資 金 308,097 △ 1,242 306,855

1 他会計出資金 308,097 △ 1,242 306,855

4 分 担 金 及 び 32,342 10,627 42,969
負 担 金

1 分 担 金 15,098 5,323 20,421

2 負 担 金 17,244 5,304 22,548

 支　　出

11 資本的支出 3,376,872 △ 73,730 3,303,142

1 建 設 改 良 費 1,142,622 △ 73,730 1,068,892

1 管 路 整 備 費 639,869 △ 49,000 590,869

3 処 理 施 設 500,153 △ 23,930 476,223
整 備 費

4 流 域 下 水 道 2,600 △ 800 1,800
建設費負担金

款 項 目

千円 千円 千円

既決予定額 補正予定額 計

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

1 建 設 事 業 債 △ 104,900 下水道事業債 △ 104,900

1 国 庫 補 助 金 12,500 社会資本整備総合交付金 12,500

1 県 補 助 金 19,000 農業集落排水事業費補助金 19,000

1 他 会 計 出 資 金 △ 1,242 他会計出資金 △ 1,242

1 受 益 者 分 担 金 5,323 農業集落排水事業受益者分担金 3,197
浄化槽整備推進事業受益者分担金 2,126

1 受 益 者 負 担 金 5,304 公共下水道事業受益者負担金 2,754
特定環境保全公共下水道事業受益者負担金 2,550

3 調 査 設 計 費 △ 4,000 測量設計業務 △ 4,000

5 補 償 費 △ 45,000 水道管移設補償 △ 45,000

1 工 事 請 負 費 △ 14,040 処理場施設更新工事（特環・農集） 5,200
浄化槽整備工事 △ 19,240

3 調 査 設 計 費 △ 9,890 設計資料作成業務 △ 9,890

6 負 担 金 △ 800 宮城県建設事業市町村負担金（迫川流域） △ 800

千円千円

区　　分
説　　明

節
金　額

節
説　　明

区　　分 金　額
千円 千円
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Ａ Ｂ

令和２年度 令和２年度 Ｃ Ｄ

補正第１号 補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 Ａ 営業収益 738,918 737,512 △ 1,406 -0.2%

2 １下水道使用料 716,894 716,894 0 0.0%

3 ２他会計負担金 21,581 20,175 △ 1,406 -6.5%

4 ３その他営業収益 443 443 0 0.0%

5 Ｂ 営業費用 3,362,975 3,335,119 △ 27,856 -0.8%

6 １管渠費 112,156 110,063 △ 2,093 -1.9%

7 ２ポンプ場費 10,877 10,877 0 0.0%

8 ３処理場費 679,714 658,983 △ 20,731 -3.0%

9 ４流域下水道管理運営費負担金 21,160 21,160 0 0.0%

10 ５業務費 59,593 59,593 0 0.0%

11 ６総係費 96,507 97,481 974 1.0%

12 ７減価償却費 2,358,138 2,352,132 △ 6,006 -0.3%

13 ８資産減耗費 24,830 24,830 0 0.0%

14 Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） △ 2,624,057 △ 2,597,607 26,450 1.0%

15 Ｄ 営業外収益 3,085,278 3,026,442 △ 58,836 -1.9%

16 １受取利息及び配当金 35 35 0 0.0%

17 ２他会計補助金 1,666,363 1,610,478 △ 55,885 -3.4%

18 ３負担金補助金及び補償金 7,198 7,198 0 0.0%

19 ４長期前受金戻入 1,407,188 1,404,237 △ 2,951 -0.2%

20 ５退職給付引当金戻入益 4,494 4,494 0 0.0%

21 Ｅ 営業外費用 442,076 428,835 △ 13,241 -3.0%

22 １支払利息 429,250 419,172 △ 10,078 -2.3%

23 ２雑支出 12,826 9,663 △ 3,163 -24.7%

24 Ｆ 経常利益（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） 19,145 0 △ 19,145 皆減

25 Ｇ 特別利益 9,410 6,080 △ 3,330 -35.4%

26 Ｈ 特別損失 162,791 162,504 △ 287 -0.2%

27 Ｉ 当年度純利益（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △ 134,236 △ 156,424 △ 22,188 -16.5%

28 Ｊ 前年度繰越利益剰余金 △ 228,528 △ 228,528 0 0.0%

29 Ｋ 当年度末未処分利益剰余金 △ 362,764 △ 384,952 △ 22,188 -6.1%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和２年度 令和２年度 Ｃ Ｄ

補正第１号 補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 固 定 資 産 64,784,656 64,719,541 △ 65,115 -0.1%

2    有形固定資産 64,317,040 64,252,639 △ 64,401 -0.1%

3       土地 780,046 780,046 0 0.0%

4       建物 1,827,948 1,827,844 △ 104 0.0%

5       構築物 56,886,795 56,810,340 △ 76,455 -0.1%

6       機械・装置 4,817,535 4,792,313 △ 25,222 -0.5%

7       車両運搬具 172 172 0 0.0%

8       工具・器具・備品 4,544 4,571 27 0.6%

9       建設仮勘定 0 37,353 37,353 皆増

10     無形固定資産 384,110 383,396 △ 714 -0.2%

11     投資その他の資産 83,506 83,506 0 0.0%

12 流 動 資 産 574,253 550,180 △ 24,073 -4.2%

13    現金預金 437,639 463,904 26,265 6.0%

14    未収金 137,259 91,975 △ 45,284 -33.0%

15    貸倒引当金 △ 645 △ 5,709 △ 5,064 -785.1%

16    その他流動資産 0 10 10 皆増

17 資 産 合 計 (1+12) 65,358,909 65,269,721 △ 89,188 -0.1%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 25,058,129 24,953,087 △ 105,042 -0.4%

19    企業債 24,915,808 24,810,766 △ 105,042 -0.4%

20    退職給付引当金 142,321 142,321 0 0.0%

21 流 動 負 債 2,546,197 2,543,414 △ 2,783 -0.1%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 2,172,494 2,172,636 142 0.0%

23    未払金 364,345 361,410 △ 2,935 -0.8%

24    賞与等引当金 9,228 9,228 0 0.0%

25    その他流動負債 130 140 10 7.7%

26 繰 延 収 益 37,242,622 37,239,707 △ 2,915 0.0%

27    長期前受金 37,242,622 37,239,707 △ 2,915 0.0%

28 負 債 合 計 (18+21+26) 64,846,948 64,736,208 △ 110,740 -0.2%

29 資  本  金 308,097 306,855 △ 1,242 -0.4%

30       繰入資本金（出資金） 308,097 306,855 △ 1,242 -0.4%

31 剰  余  金 203,864 226,658 22,794 11.2%

32    資本剰余金 566,628 611,610 44,982 7.9%

33       受贈財産評価額 29,736 29,736 0 0.0%

34       国・県補助金 474,796 519,778 44,982 9.5%

35 　　　他会計繰入金 44,600 44,600 0 0.0%

36 　　　その他資本剰余金 17,496 17,496 0 0.0%

37    利益剰余金（△欠損金） △ 362,764 △ 384,952 △ 22,188 -6.1%

38       当年度未処分利益剰余金（△欠損金） △ 362,764 △ 384,952 △ 22,188 -6.1%

39 資 本 合 計 (29+31) 511,961 533,513 21,552 4.2%

40 負 債 ・ 資 本 合 計 65,358,909 65,269,721 △ 89,188 -0.1%

１０．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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